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株主の皆様へ 
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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

　当社の第４５期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）の営業の概況並びに

決算についてご報告申し上げます。 

 

　当期におけるわが国経済は、全般的には上半期から回復感が出始め、下半期に

入り回復基調が顕著になってまいりました。しかし、業種別に見ると回復基調は

まだら模様であり、同一業種内でも２極化傾向が鮮明になってきております。株

価などは年度末にかけて高値を更新し、金融システムも一応の落ち着きを取り戻

しはじめましたが、デフレ傾向の持続、個人においては継続する厳しい雇用情勢

や所得環境などにより個人消費はいまだ低迷しております。また、現在も不安定

な中近東情勢、主要経済大国の経済成長率の鈍化傾向など、景気の先行きについ

ては、回復基調になりつつも依然不透明な状況であります。 

　一方、当社をとりまく半導体製造装置業界におきましては、半導体市場を牽引

してまいりました携帯電話、パソコン、ゲーム機などの情報技術関連機器の市況

は下げ止まり、カメラ付き携帯電話の伸長、デジタルカメラ、DVD等のデジタル

民生機器の需要増により、国内・アジアメーカーの設備投資が好調になってきて

おります。この影響により当社も半導体製造装置業界関連の受注は顧客別に回復

感の差はありますが、業績は大幅に改善いたしました。 

　このような状況のもと、当社は、前期からの固定費削減効果を維持しながら、

当面の需要状況に的確に対応するために変動費の有効活用に努め、また、新規顧

客の開拓、高採算の自社製品拡販に注力しました。 

　その結果は、売上高４,３７６百万円（前期比３２.９％増）、経常利益３３２百万円（前期

は１６５百万円の経常損失）、当期純利益は３５２百万円（前期は２６０百万円の当期純損

失）となりました。 

　配当金につきましては、先にご案内申し上げましたとおり、１株につき９円の

配当とさせていただきましたのでご了承のほどお願い申し上げます。 
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　今後の経営環境につきましては、中近東における緊張の増大や財政赤字を抱え

る米国経済の不安、中国、アジア地域の過熱化傾向など、先行き不透明な国際情

勢の中、わが国経済は、全般的には前下半期から回復基調にあると思われます。

　しかし、個人消費の低迷は継続し、今後の為替動向による輸出産業への影響、

デフレ傾向の持続などが懸念され、依然楽観はできません。 

　当社に関連の深い半導体製造装置関連の需要は回復基調に入りましたが、需要

構造の変化と市場競争の激化によって当社をとりまく経営環境は、依然として楽

観を許さない状況が続くものと推測します。 

　このような環境のもと、当社は引き続き半導体関連業界の動向に注目しながら

市場のニーズを的確にとらえ、自社製品技術による提案製品の開発、製造及び販

売を推進いたします。 

　また、自社製品においては、その中核をなす組込みモジュールのコスト競争力

を高め、第２の事業の柱である画像処理モジュールでは、自社開発画像処理LSIを

搭載したモジュールのシリーズ強化により市場での競争力アップを目指します。 

　通信分野では、ネットワーク監視・リモート監視装置に加えて、超高速通信モジュール

GiGA CHANNELのシリーズ化を進め新規の顧客開拓を目指し、拡販に注力します。 

　加えて、新たな事業分野へのアプローチとして当社のコア技術（MPU・画像・

通信・ソフト）をベースにして、他社とのアライアンスによる、描画・画像圧縮伸

長技術を取り入れた新たな製品開発と市場開拓に注力いたします。 

　高付加価値型製品の開発・販売へ注力する一方、生産面においては引き続き品

質の向上に努め、コストダウン並びに多機種変量生産に対応できる生産体制の構築、

「鉛フリー」に対応できる製造技術の確立、新規導入設備の稼動率・習熟度の向

上を図るとともに、変動費の低減と有効活用、固定費及びその他の経費の抑制に

より収益の向上を目指します。 

　株主の皆様におかれましては、なにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りたくお願

い申し上げます。 

 嶋  村    清 
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■　部門別概況 
「受注製品　半導体製造装置関連」 

　　当該品目は、半導体製造装置の市況全般の需要は長い低迷期を脱し、下期

からは回復基調になりました。工程別（前工程、後工程）の需要の差及び主要

顧客の在庫調整等の影響を受けたものの、受注高、売上高ともに増加いたし

ました。 

　　その結果は、売上高２,０４７百万円（前期比２８.５％増）となりました。 
 
「受注製品　産業用制御機器」 

　　当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の特注制御装置の設計及び製造

を行い特機製品として提供し、拡販に努め売上高は大幅に増加いたしました。 

　　その結果は、売上高１０３百万円（前期比８３.４％増）となりました。 
 
「受注製品　計測機器」 

　　当該品目は、特注の各種計測機器のコントローラ、通信機器の特注製品の開

発及び製造を行い特機製品として提供し、拡販に努め売上高は増加いたしました。 

　　その結果は、売上高３６４百万円（前期比４８.１％増）となりました。 
 

「自社製品　組込みモジュール」 

　　当該品目のVME規格によるモジュールについては、主要顧客は回復基調に

なりましたが、時代の趨勢により除々にCompact PCI規格モジュールへの移

行が進み、売上伸び率は低調でした。しかし、Compact PCI規格によるモジュー

ルについては、主要顧客の回復及び拡販に努め売上は大幅に伸長しましたため、

組込みモジュール全体としての売上高は増加となりました。 

　　その結果は、売上高９６９百万円（前期比３８.２％増）となりました。 



「自社製品　画像処理モジュール」 

　　当該品目は、当社の戦略事業の一つとして位置づけ、高性能・低価格を目指

して自社開発した画像処理LSIを搭載したPCIバス規格、Compact PCI規格の画

像処理モジュール群を、お客様のニーズに対応して積極的に開発を行い拡販に

努め、売上高は大幅に増加いたしました。 

　　その結果は、売上高５１３百万円（前期比７９.７％増）となりました。 
 

「自社製品　計測通信機器」 

　　当該品目は、ネットワーク監視装置に加え、超高速シリアル通信モジュー

ル「GiGA CHANNELシリーズ」の新製品開発及び販売に注力し、拡販に努め

売上高は大幅に増加いたしました。 

　　その結果は、売上高７６百万円（前期比９７.８％増）となりました。 
 
「商品　自社製品関連商品」 

　　当該品目は、自社製品の組込みモジュール、画像処理モジュール、計測通信

機器の販売促進とシステム販売による高付加価値化を図るためのソフトウェア

及び付属の周辺機器販売を行っておりますが、それらはほぼ前年度並でした。

　しかし特注商品の売上が減少したことにより、当該品目全体としての売上高

は減少いたしました。 

　　その結果は、売上高３０３百万円（前期比１８.６％減）となりました。 
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▼ACP-128 
    (Pent ium M 搭載 CPU モジュール） 

▼APC -730 
    ( 4.25GB 対応 GiGA CHANNEL） 
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■　設備投資の状況 
当社は長期的に成長が期待できる製品分野及び製品の信頼性向上を目的とした生

産能力向上のための生産設備を中心に総額９７百万円の設備投資を実施いたしました。 

主なものは建物６百万円、 電子部品自動装着機６４百万円、 工具・器具及び備品１４

百万円、 ソフトウェア１１百万円などであります。 

 

■　営業成績及び財産の状況の推移 

■　業績の推移 

（注） １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数で算出しております。 
また、第４３期以降の１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数より自己株式数
を控除した株式数を用いて算出しております。 
なお、役員賞与金額につきましては、普通株主に帰属しない金額として当期純利益の額
から控除しております。 

区　分 

年　度 

売 上 高  

当期純利益（△ 損失） 

１株当たり当期純利益（△ 損失） 

総 資 産  

純 資 産  

（千円） 

（千円）

（円）

（千円）

（千円） 

３ , ２９３ , ７１４ 

△  ２６０ , ８１５ 

△  　３２ . ８１ 

６ , ０９０ , ６５４ 

５ , ４１０ , ２３８ 

４ , ３７６ , ６７９ 

３５２ , ８８８ 

　４４ . ８５ 

８ , ２７５ , １９２ 

６ , ４９２ , ５１１ 

第４５期 第４４期 

（　　　　　　  ） 
３ , ５０８ , ２１７ 

△  ３６４ , ７２７ 

△  　４５ . ２４ 

　６ , １７８ , ２２０

　５ , ５９３ , ９９５ 

第４３期 

（　　　　　　  ） 
７ , ０３２ , ４５６ 

３５６ , ６７９ 

　４４ . ２３ 

７ , ９３２ , ２２８ 

６ , ０３７ , ４９９ 

（　　　　　　  ） 
第４２期 

（　　　　　　  ） （　　　　　　  ） 平成１５年４月１日 
平成１６年３月　日 

 
３１ 

平成１２年４月１日 
平成１３年３月　日 

 
３１ 

平成１３年４月１日 
平成１４年３月　日 

 
３１ 

平成１４年４月１日 
平成１５年３月　日 

 
３１ 

売上高の推移（百万円） 経常利益の推移（百万円） 総資産の推移（百万円） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

－４００ 

－２００ 

０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

 第４１期  第４２期  第４３期  第４４期  第４５期 

 

 第４１期  第４２期   第４３期  第４４期 第 ４５期 

 

 第４１期  第４２期   第４３期  第４４期  第４５期 

 

６,７７１ 

７,９３２ 
８,２７５ 

６,１７８ ６,０９０ 

２０１ 

７９６ 

３３２ 

△３３８ 

△１６５ 

３,２９３ 

４,３７６ 

３,５０８ 

７,０３２ 

４,６４９ 



資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部 

科　　 　　　目 科　　 　　　目 金　　額 金　　額 

科　　 　　　目 金　　額 

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受 取 手 形  
売 掛 金  
有 価 証 券  
商 品  
製 品  
原 材 料  
仕 掛 品  
貯 蔵 品  
前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
未 収 入 金  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  
建 物  
構 築 物  
機 械 及 び 装 置  
工具器具及び備品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  

無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア  
電 話 加 入 権  

投資その他の資産  
投 資 有 価 証 券  
子 会 社 株 式  
出 資 金  
従業員長期貸付金  
破産・更生債権等  
長 期 前 払 費 用  
会 員 権  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

３ , ７２５ , ６６８ 
９３０ , ０５５ 
３６３ , ７５９ 
６７１ , ８５６ 
４３ , ４０６ 
１３ , ３５２ 
１７９ , ６９２ 
３３６ , ６２８ 
４７８ , ９７５ 
１３ , ７７６ 
６ , ５０６ 
６４ , ９９４ 
６２１ , ４６９ 
２ , ３１９ 

△ １ , １２６ 
４ , ５４９ , ５２４ 
２ , １８５ , ７１６ 
７５６ , ９４４ 
１３ , ６９３ 
５８ , ０７８ 
２０ , ７６３ 

１ , ２６４ , ７９８ 
７１ , ４３９ 
４３ , ３９８ 
３９ , ９１１ 
３ , ４８７ 

２ ,３２０ , ４０８ 
２ , １０４ , ７０８ 
１７３ , ４６０ 
３４ , ７９６ 
２ , ８０７ 
１ , ４２１ 
７６４ 
３ , ０００ 
８７２ 

△ １ , ４２２ 

１ , ０１９ , ５４７ 
３６７ , ９０４ 
３４４ , １４４ 
１２１ , ５０２ 
１２ , ６３３ 
１１ , １８４ 
２２ , ０１９ 
１７ , ０３４ 
３ , ６４５ 

１１９ , ４８０ 

７６３ , １３２ 
５４７ , ７１９ 
１５６ , ９９１ 
５８ , ４２２ 

流 動 負 債  
支 払 手 形  
買 掛 金  
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
前 受 金  
預 り 金  
賞 与 引 当 金  

固 定 負 債  
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 
 

２ , ３５４ , ０９４ 
２ , ４５９ , ４５２ 
２ , ４４４ , ９４２ 
１４ , ５０９ 
１４ , ５０９ 
７９５ , ９８８ 
８６ , ６７４ 
７０９ , ３１３ 
１ ,００３ , ９８８ 
△ １２１ , ０１１ 

 
 
 
 
 
 
 
 

資 本 金  
資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金  
そ の 他資本剰余金  
　自己株式処分差益 

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
当 期 未 処 分 利 益  

その他有価証券評価差額金
自 己 株 式  

資 産 合 計  

資 本 合 計  

負 債 合 計  

負債・資本合計  

資  本  の  部  

 

１ , ７８２ , ６８０ 

６ , ４９２ , ５１１ 

８  , ２７５ , １９２ ８ , ２７５ , １９２ 

（注） １. 記載金額は､千円未満を切捨てて表示しております。 
　　　２. 子会社に対する金銭債権債務 
　　　　　短期金銭債権 １,１９９千円 
　　　　　短期金銭債務 ３５,６９０千円 
　　　３. 有形固定資産の減価償却累計額 ７５２,７０５千円 
　　　４. リース契約 
　　　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造、設計に関する設備の一部及び電子計算

機等については、リース契約により使用しております｡ 
　　　５. 商法施行規則第１２４条第３号に規定する配当制限額 
　　　　　資産の時価評価により増加した純資産額 １,００３,９８８千円 
　　　６. 自己株式の種類及び総数 
　　　　　株式の種類 普通株式 
　　　　　自己株式の総数 ３７４,２６４株 
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■　貸借対照表（平成１６年３月３１日現在） 
（単位：千円） 
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（注） １. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております｡ 
 ２. 子会社との取引高 
　　　　　売　上　高 １７ , ９７１千円 
　　　　　仕　入　高 ４４ , ８５９千円 
　　　　　外注加工費 ３４３ , ２４２千円 
　　　　　外注設計費  ２ , ７９５千円 
　　　　　営業取引以外の取引高  ５ , ３１０千円 
 ３. １株当たり当期純利益 ４４ . ８５円 
　　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
　　　　　当期純利益 ３５２ , ８８８千円 
　　　　　普通株主に帰属しない金額 ８ , ３００千円 
　　　　　（うち利益処分による役員賞与金） 　（８ , ３００千円） 
　　　　　普通株式に係る当期純利益 ３４４ , ５８８千円 
　　　　　期中平均株式数 ７ , ６８３ , ４２８株 
 
 

■　損益計算書（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
（単位：千円） 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額 

営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 

営 業 利 益  

営 業 外 収 益  
受 取 利 息  
有 価 証 券 利 息  
受 取 配 当 金  
有 価 証 券 売 却 益  
仕 入 割 引  
賃 貸 収 入  
受 取 助 成 金  
そ の 他  

営 業 外 費 用  
有 価 証 券 評 価 損  
そ の 他  

経 常 利 益  

特 別 利 益  
投 資 有 価 証 券 売 却 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  

特 別 損 失  
土 地 評 価 損  
固 定 資 産 除 却 損  

税引前当期純利益  

法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額  
当 期 純 利 益  
前 期 繰 越 利 益  
当 期 未 処 分 利 益  

  
　 
 

３ , ２４７ , ４３５ 
８２７ , ２０６ 

 

　 
２２９ 
２７１ 

１２ , ８１２ 
４ , ８２９ 
３ , ２３７ 
３ , ６１６ 
２ , ４２９ 
５ , ５５３ 

 
２ , ５１６ 
２４４ 

 

 
７０ , ６４１ 

３１ 
　 

９ , ６００ 
７８３ 
 
 

１３ , ０７７ 
２６ , ５８１ 

 

４ , ３７６ , ６７９ 
 
　 

４ , ０７４ , ６４２ 

３０２,０３７ 
 
 
 
 

 

 

 
３２ , ９８１ 

 
 

２ , ７６０ 

３３２ , ２５７ 
 
 

７０ , ６７２ 
 
 

１０ , ３８３ 

３９２ , ５４６ 

 
３９ , ６５８ 

３５２ , ８８８ 
３５６ , ４２５ 
７０９ , ３１３ 

営
業
損
益
の
部 

営
業
外
損
益
の
部 

特
別
損
益
の
部 

経

常

損

益

の

部

 

　 

 



-　-８  

（別 記）  

重要な会計方針 

　１．有価証券の評価基準及び評価方法 

　　（１） 子会社株式 

　　　　　移動平均法による原価法 

　　（２） その他有価証券 

　　　　　①時価のあるもの・・・・・・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法 

　　　　　　（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

　　　　　②時価のないもの・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

　　　　　①商品・製品・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 

　　　　　②原材料・・・・・・・・・・・・・・月次総平均法による原価法 

　　　　　③仕掛品・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 

　　　　　④貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 

　３．固定資産の減価償却の方法 

　　（１） 有形固定資産 

　　　　　定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）を採用しております。 

　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

　　　　　　建　　　　　物      １５～３８年 

　　　　　　機　械　装　置        ５～１０年 

　　（２） 無形固定資産 

　　　　　定額法を採用しております。 

　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

　　　　　　自社利用のソフトウェア  ５年 

　４．引当金の計上基準 

　　（１） 貸倒引当金 

　　　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

　　（２） 賞与引当金 

　　　　　従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見込額を

基準として算定計上しております。 

　　（３） 退職給付引当金 

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

　　（４） 役員退職慰労引当金 

　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 

　　　　　なお、当該引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

　５．リース取引の処理方法 

　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

　６．消費税及び地方消費税の会計処理 

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

　　（追加情報） 

　　　　改正商法施行規則の適用 

　　　　　改正後の商法施行規則の規定に基づき計算書類等を作成しております。 
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■　利益処分 
（単位：円） 

科　　　　 　　　　目 金　　　　 　　　　額 

当 期 未 処 分 利 益  

これを次の通り処分いたします。 

株 主 配 当 金  

（１株当たり　９円） 

役 員 賞 与 金  

（うち監査役賞与金） 

次 期 繰 越 利 益  

７０９ , ３１３ , ８０８ 

 

 

 

 

 

６３１ , ８０１ , ３０６ 

 

 

６９ , ２１２ , ５０２   

 

８ , ３００ , ０００   

（２ , １５０ , ０００） 
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会社が発行する株式の総数 ２３ , ５００ , ０００株 

株式の種類 普通株式 

発行済株式の総数 ８ , ０６４ , ５４２株 

株主数 １ , ８９１名 

１単元の株式数 １ , ０００株 

大株主の状況（上位１０名） 

■　株式の状況（平成１６年３月３１日現在） 
 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

持 　株 　数 株　　主　　名 議決権比率 

株 式 会 社 ニ コ ン  

御 船 　 滋  

奥 村 龍 昭  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

株 式 会 社 ア ク セ ル  

ビー エヌ ピー パリバ セキュリティーズ サー  
ビス ルクセンブルグ ジャスデック セキュリティーズ 

嶋 村 　 清  

アバールデータ社員持株会  

奥 村 秀 樹  

奥 村 蓉 子  

１ , ２９３ , ４００ 

3４４ , ０００ 

２３７ , ０００ 

２１３ , ０００ 

１６０ , 0００ 

１６０ , 0００ 

１５2 , ５００ 

１３７ , ３７４ 

１３７ , ０００ 

１１８ , ０００ 

１６ . ９３ 

４ . ５０ 

３ . １０ 

２ . ７９ 

２ . ０９ 

２ . ０９ 

１ . ９９ 

１ . ７９ 

１ . ７９ 

１ . ５４ 
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■　新株予約権の状況 
　　現に発行している新株予約権 

 発 行 決 議 の 日  

新 株 予 約 権 の 数  

新株予約権の目的となる株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数 

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額  

平成１５年７月１６日 

１３５個 

普通株式 

１３５,０００株 

無　償 

 

発 行 決 議 の 日  

新 株 予 約 権 の 数  

新株予約権の目的となる株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数 

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額  

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件  

 
新株予約権の消却の事由及び条件 

 

新 株 予 約 権 の 譲 渡 制 限  

有 利 な 条 件 の 内 容  

平成１５年７月１６日 

１３５個 

普通株式 

１３５,０００株 

無　償 

 

　　当営業年度中に株主以外の者に対し特に有利な条件で発行した新株予約権 

発行した新株予約権の内容 

（注） 

 
 当社は、いつでも、当社が取得し保有   

　する未行使の新株予約権を、無償にて

　消却することができるものとする。 

 
（注） 

 
 新株予約権を以下の当社の取締役及 

 び従業員に対して無償で発行した。 

 

（注） ①対象者は、新株予約権行使時に、原則として当社または当社の関連会社の取締役、監査役、

　　　 従業員または顧問もしくは相談役であることを要する。　　　　  

　　 ②新株予約権の全部または一部につき譲渡、質入れその他の処分は原則としてできないも

　　　 のとする。 

　　 ③その他細目について、平成１５年６月２７日開催の第４４期定時株主総会決議及び平成１５年７

　　　 月１８日に締結された新株予約権割当契約書に定めるところによる。　　　　  
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地位又は職業等 氏名又は名称 

当 社 取 締 役  

当 社 取 締 役  

当 社 取 締 役  

当 社 取 締 役  

嶋 村 　 清  

五 十 嵐 　 一 　 範  

糸 井 信 夫  

神 子 芳 弘  

　 　割当てを受けた特定使用人等以外の者の氏名又は名称並びに割当てを受けた

　 　新株予約権の数 

新株予約権の数 

７ 個 

７ 個 

７ 個 

７ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

５ 個 

 

１０７個 

普通株式 

１０７,０００株 

２９名 

 

区　　　分 氏　　　名 新株予約権の数 

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

当社の使用人  

丸 山 裕 一  

三　　国 悟 

大 関 拓 夫  

池 田 達 哉  

宮　　崎 正 

仲 山 典 邦  

広　　光 勲 

菊　　地 豊 

平　　井 肇 

大 田 將 雄  

 

　 　割当てを受けた特定使用人等の氏名及び割当てを受けた新株予約権の数 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

区　　　分 当社の使用人 当社の子会 
社の取締役 
 

当社の子会 
社の監査役 
 

当社の子会 
社の使用人 
 

新 株 予 約 権 の 数  

目的となる株式の種類 

目的となる株式の数 

付 与 し た 者 の 総 数  

　 　特定使用人等に対し発行した新株予約権の状況 
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■　会社の概要（平成１６年６月２９日現在） 

商 号  

 

設 立  

資 本 金  

社 員 数  

事業内容 

 

 

 

 

事 業 所  

 

役 　 員  

株式会社　アバールデータ 

英文　ＡＶＡＬ　ＤＡＴＡ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

昭和３４年８月２２日 

２３億５４百万円 

１６７名（平成１６年３月３１日現在） 

一般通信機器の製造、販売 

工業用計測器並びに工業用制御装置の製造、販売 

物理、化学、医学用等の電子装置の製造、販売 

その他各種電子応用装置の製造、販売 

前各号に付帯する一切の事業 

本社・町田事業所 東京都町田市旭町一丁目２５番１０号 

厚 木 事 業 所 神奈川県厚木市金田１０４１番地 

代表取締役社長 嶋　村　　　清 

常 務 取 締 役 五十嵐　一　範 

取締役相談役 糸　井　信　夫 

取　　締　　役 神　子　芳　弘 

常 勤 監 査 役 三　国　　　悟 

監　　査　　役 石　渡　孝　二 

監　　査　　役 金　子　健　紀 

 



決 算 期  

定 時 株 主 総 会  

利益配当金株主確定日 

中間配当金株主確定日 

名 義 書 換 代 理 人  

 

同 事 務 取 扱 所  

（郵便物送付先） 

 

（ 電 話 照 会 先 ）  

同 取 次 所  

 

公 告 掲 載 新 聞  

毎年３月３１日 

毎年６月 

毎年３月３１日 

毎年９月３０日 

東京都港区芝三丁目３３番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

〒１６８─００６３ 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

電話　０３─３３２３─７１１１（大代表） 

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店 

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店 

日本経済新聞 

１. 

２. 

３. 

 

４. 

 

５.

株主メモ 

（お知らせ） 

① 当社は、貸借対照表及び損益計算書を決算広告に代えて、ホームページに

掲載することにいたしましたのでお知らせいたします。 

　　 　当社のホームページアドレスは次のとおりです。 

　　 　　ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ. ａｖａｌｄａｔａ. ｃｏ. ｊｐ／ａｖａｌ／ｉｒ／ｉｎｖｅｓｔｏｒ. ｈｔｍｌ 

② 住所変更、単元未満株式（端株）買取請求、名義書換請求及び配当金振込

指定に必要な各用紙のご請求は、名義書換代理人のフリーダイヤル 

０１２０ ─ ８７ ─ ２０３１で２４時間承っておりますので、ご利用ください。 

　　 　名義書換代理人のホームページアドレスは次のとおりです。 

　　 　　ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ. ｃｈｕｏｍｉｔｓｕｉ. ｃｏ. ｊｐ／ｐｅｒｓｏｎ／ｐ_０６. ｈｔｍｌ 


